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 １ 制度の意義 
  住民からの請求に基づいて、地方公共団体の執行機関又は職員の行う違法・不当な行為又は怠る事

実の発生を防止し、又はこれらによって生じる損害の賠償等を求めることを通じて、地方公共団体の
財務の適正を確保し、住民全体の利益を保護することを目的とする制度 

 
 ・住民訴訟は、「地方自治の本旨に基づく住民参政の一環として･･･裁判所に請求する権能を与え、もって地方財務

行政の適正な運営を確保することを目的としたもの」。「地方公共団体の構成員である住民全体の利益を保障する
ために法律によって特別に認められた参政権の一種であり、その訴訟の原告は、･･･住民全体の利益のために、いわ
ば公益の代表者として地方財務行政の適正化を主張するもの」（最判昭和53年3月30日） 

 
 ・住民訴訟制度を「設けるか否かは立法政策の問題であって、これを設けないからとて、地方自治の本旨に反すると

はいえない」（最判昭和34年7月20日）  
  

 ２ 制度の概要 
 （１）監査請求前置主義 
    住民監査請求をして、その結果を待たなければ住民訴訟を提起できない。 
 （２）住民訴訟を提起する者（原告） 
    当該地方公共団体の住民であって、住民監査請求をした者 
 （３）住民訴訟の対象 
    違法な財務会計上の行為等に限定 
 （４）訴訟の法的性格 
    個人の権利利益と関係なく、客観的な法秩序の維持を目的とする客観訴訟である民衆訴訟の 
   一種（行政事件訴訟法第5条、第43条及び地方自治法第242条の2第11項） 
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資料１ 



① 違法・不当な公
金の支出 

② 違法・不当な財
産の取得・管
理・処分 

③ 違法・不当な契
約の締結・履行 

④ 違法・不当な債
務その他の義務
の負担 

⑤ 違法・不当に公
金の賦課徴収又
は財産の管理を
怠ること 

住民監査請求 

監 

査 

委 

員 

① 監査 
 
② 当該行為の防

止・是正 
 
③ 当該怠る事実

を改めること 
 
④ 団体の被った

損害の補填 

あ
る
と
認
め
る
と
き 

住 

民 

訴 

訟 六
十
日
以

内
に
監

査
・
勧
告

を
行
わ
な

い
と
き 

請 
 
求 

請
求
の
棄

却 結果に不服
のあるとき 

議
会
・
長

等
に
対
す

る
必
要
な

措
置
の
勧

告 

住民訴訟 

必要な措置を
行わないとき 

住 

民 

訴 

訟 

① 行為の差止め 
 
② 行政処分の取り

消し・無効確認 
 
③ 怠る事実の違法

確認 
 
④ 職員に対する損

害賠償等の請求
を求める 

請 
 
求 

裁 
判 

所 

必要措置 

住 

民 

職員の賠償責任 

普
通
地
方
公
共
団
体
の
長 

賠
償
命
令
の
対
象
と
な
る
者 

賠
償
命
令
が
発
令
さ
れ
る
場
合 

監 

査 

委 

員 

賠
償
責
任
及
び
賠
償
額
の
決
定 

（
普
通
地
方
公
共
団
体
の
長
） 

決
定
に
基
づ
く
賠
償
命
令 

住民監査請求制度、住民訴訟制度及び職員の賠償責任の手続上の流れ 
資料２ 



 ２ 住民訴訟を行うことができる場合（法第２４２条の２第１項） 
  住民が住民監査請求を行った場合、次のときに、訴訟を提起することができる。 
  ① 監査委員の監査の結果・勧告、勧告に基づいて長等が講じた措置に不服があるとき 
  ② 監査委員が監査・勧告を６０日以内に行わないとき 
  ③ 監査委員の勧告に基づいた必要な措置を長等が講じないとき 

 ３ 請求の内容（法第２４２条の２第１項） 
  違法な行為又は怠る事実（不当な行為又は怠る事実に係るものは認められない）について、次の請

求ができる。 
 ① 当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求（第１号） 
 ② 行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求（第２号） 
 ③ 当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求（第３号） 
 ④ 当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方に損害賠償又は不当利得返還の請求をする  
  ことを当該地方公共団体の執行機関又は職員（委任等がなされていない限り、地方公共団体の場合 
  は長となる。）に対して求める請求。 
   ただし、当該職員又は当該行為若しくは怠る事実に係る相手方が賠償命令の対象となる者である    
  場合にあっては、当該賠償の命令を求める請求。        （第４号） 
 ※ ４号訴訟は、平成１４年改正により訴訟構造が義務付け訴訟となった（旧法では代位訴訟）。 

 ○ 住民訴訟制度（自治法（以下、「法」という。）第２４２条の２） 

 １ 住民訴訟を行うことができる者（法第２４２条の２第１項） 
  住民監査請求を行った当該地方公共団体の住民（法人を含む。） 

住民訴訟制度の概要（１／３） 
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 ６ その他 
  住民訴訟は、当該地方公共団体の事務所の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に専属する。（法第

２４２条の２第５項） 
  原告が訴訟に勝訴し、又は一部勝訴した場合において、弁護士に報酬を支払うべきときは、原告は、 
 弁護士報酬額の範囲内で相当と認められる額を地方公共団体に請求することができる。（法第２４２

条の２第１２項） 

 ４ 請求の期間（法第２４２条の２第２項） 
  住民訴訟を提起できる場合に応じて、それぞれ一定の日から３０日以内に訴訟を提起しなければな

らない。 

 ５ ４号訴訟の判決後の手続 
（１） ４号本文の規定による訴訟について、損害賠償又は不当利得返還の請求を命ずる判決が確定した

場合には、当該判決が確定した日から６０日以内の日を期限として、当該請求に係る損害賠償金又は
不当利得の返還金の支払を請求しなければならない。 

  当該判決が確定した日から６０日以内に当該請求に係る損害賠償金又は不当利得の返還金が支払わ
れないときは、当該普通地方公共団体は、当該損害賠償又は不当利得返還の請求を目的とする訴訟を
提起しなければならない。 （法第２４２条の３第１項、第２項） 

（２） ４号ただし書の規定による訴訟について、賠償の命令を命ずる判決が確定した場合においては、
普通地方公共団体の長は、当該判決が確定した日から６０日以内の日を期限として、賠償を命じなけ
ればならない。 

  当該判決が確定した日から６０日以内に当該賠償の命令に係る損害賠償金が支払われないときは、
当該普通地方公共団体は、当該損害賠償の請求を目的とする訴訟を提起しなければならない。（法第
２４３条の２第４項、第５項） 

住民訴訟制度の概要（２／３） 
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なっているもの） 

【４号訴訟の構造】 

（４号訴訟） 
訴訟提起 

議会 

※１ 通常は、債権を管理する（第240条）とともに賠償
命令の主体となる（第243条の2第1項）長が４号訴訟の被
告となる。 

※２ 議会は、権利の放棄について議決権を有する（第96
条第1項第10号） 

※２ 

○ 住民訴訟（４号訴訟）は、住民が、違法な財務会計上の行為又は怠る事実について、当
該職員又はその相手方に損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを、当該地方公共団
体の執行機関又は職員に対して求める請求とされている（法第242条の2第1項第4号）。 

住民訴訟制度の概要（３／３） 
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○昭和２３年地方自治法の一部改正 

ＧＨＱの改正案をきっかけとして、「出納長もしくは収入役その他地方公共団体の職員の職務上の地位の濫

用による公金または財産営造物の違法又は不当な処理についての住民による矯正権の制度を法定」した。

（国務大臣趣旨説明より「改正地方制度資料・第五部」） 

※この制度は、米国で行われている「納税者訴訟」（taxpayers’ suit）を範としたものである。 

 

（当初条文） 

第２４３条の２  普通地方公共団体の住民は、当該普通地方公共団体の長、出納長若しくは収入役又はその他普通地方公共団体の職

員について、公金の違法若しくは不当な支出若しくは浪費、財産の違法若しくは不当な処分、特定の目的のために準備した公金

の目的外の支出、違法な債務その他の義務の負担、財産若しくは営造物の違法な使用又は違法若しくは権限を超える契約の締結

若しくは履行があると認めるときは、その事実を証する書面を添え、監査委員に対し、監査を行い、当該行為の制限又は禁止に

関する措置を講ずべきことを請求することができる。 

２～３ （略） 

４  前二項の規定による監査委員若しくは普通地方公共団体の長の措置に不服があるとき、又はこれらの者が措置を講じないとき

は、第一項の規定による請求人は、最高裁判所の定めるところにより、裁判所に対し、当該職員の違法又は権限を超える当該行

為の制限若しくは禁止又は取消若しくは無効若しくはこれに伴う当該普通地方公共団体の損害の補てんに関する裁判を求めるこ

とができる。 

５ （略） 

 

※ 昭和２４年～３７年７月の間に法第２４３条の２の規定により提起された訴訟件数 合計２８０件 

       （制限禁止３７件、取消６２件、無効確認４６件、損害補てん１００件、その他３５件）       

 

住民訴訟制度の沿革（１／２） 資料５ 



○昭和３８年地方自治法の一部改正 

より実効性のある制度とし、裁判の運用に支障を来たすことのないように規定を明確化にすることを改正の

基本方針とし、訴訟提起の要件の明確化、訴訟類型の整理、出訴期間の制限の新設、訴訟手続に関する必要

な規定を法定化する等の改正を行った。 

 
 （住民訴訟）  
第２４２条の２ 普通地方公共団体の住民は、前条第一項の規定による請求をした場合において、同条第三項の規定による監査委員の監査
の結果若しくは勧告若しくは同条第七項の規定による普通地方公共団体の議会、長その他の執行機関若しくは職員の措置に不服があると
き、又は監査委員が同条第三項の規定による監査若しくは勧告を同条第四項の期間内に行わないとき、若しくは議会、長その他の執行機
関若しくは職員が同条第七項の規定による措置を講じないときは、裁判所に対し、同条第一項の請求に係る違法な行為又は怠る事実につ
き、訴えをもって次の各号に掲げる請求をすることができる。ただし、第一号の請求は、当該行為により普通地方公共団体に回復の困難
な損害を生ずるおそれがある場合に限るものとし、第四号の請求中職員に対する不当利得の返還請求は、当該職員に利益の存する限度に
限るものとする。 
一 当該執行機関又は職員に対する当該行為の全部又は一部の差止めの請求 
二 行政処分たる当該行為の取消し又は無効確認の請求 
三 当該執行機関又は職員に対する当該怠る事実の違法確認の請求 
四 普通地方公共団体に代位して行なう当該職員に対する損害賠償の請求若しくは不当利得返還の請求又は当該行為若しくは怠る事実に

係る相手方に対する法律関係不存在確認の請求、損害賠償の請求、不当利得返還の請求、原状回復の請求若しくは妨害排除の請求 

 

○平成６年地方自治法の一部改正 

職員が勝訴した場合の公費負担を規定した。（平成１４年改正により削除） 

 

○平成１４年地方自治法の一部改正 

個人としての地方公共団体の長等の職員を被告として、地方公共団体に代位して行う請求に係る訴訟であっ

たものを、地方公共団体の執行機関又は職員に対して、長等の職員又は行為若しくは怠る事実に係る相手方

に損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを求める請求をする訴訟にするなど訴訟類型の再構成等を

行った。 

住民訴訟制度の沿革（２／２） 



○住民監査請求

うち取下げ うち却下 うち棄却
うち勧告を
行ったもの

うち
合議不調

都道府県 338 13 187 125 11 2

市町村 1,460 24 546 798 80 12

合　計 1,798 37 733 923 91 14

※ 住民監査請求の件数は、平成19年4月1日～平成21年3月31日に請求があったもの。

○住民訴訟

請求却下 請求棄却
原告一部

勝訴
原告全部

勝訴
係争中等

都道府県 96 10 15 1 1 72

市町村 335 37 71 3 3 236

合　計 431 47 86 4 4 308

※ 住民訴訟の件数は、平成19年4月1日～平成21年3月31日に提起があったもの。

※ 訴訟結果については、重複回答があるため、訴訟の件数と訴訟結果の合計は異なる。

○平成19年度・20年度の住民監査請求と住民訴訟との比較

住民監査請
求件数　Ａ

勧告件数
Ｂ

住民訴訟件数
Ｃ

勝訴件数Ｄ
認容率

（Ｂ／Ａ）
出訴率

（Ｃ／Ａ）

勝訴率
（Ｄ／判決
141件）

1798 91 431 8 5.1% 24.0% 5.7%

※　便宜的な比較であり、住民訴訟の件数は住民監査請求に紐付けられたものではない。

監査請求の
件数

住民訴訟の
件数

地方自治月報第５５号より抜粋 

住民監査請求・住民訴訟の概況 
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第３ 議会制度のあり方 
 １ 議会の団体意思決定機能や監視機能の向上策 
  (2) 議会の監視機能 
   ② 住民訴訟と議会の議決による権利放棄 

 （略） 
     近年、議会が、４号訴訟の係属中に当該訴訟で紛争の対象となっている損害賠

償請求権を放棄する議決を行い、そのことが訴訟の結果に影響を与えることと
なった事例がいくつか見られるようになっている。 

     ４号訴訟で紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得返還の請求権を当該
訴訟の係属中に放棄することは、住民に対し裁判所への出訴を認めた住民訴訟制
度の趣旨を損なうこととなりかねない。このため、４号訴訟の係属中は、当該訴
訟で紛争の対象となっている損害賠償又は不当利得返還の請求権の放棄を制限す
るような措置を講ずるべきである。 

（「今後の基礎自治体及び監査・議会制度のあり方に関する答申」（平成21年6月16日・第29次地方制度調査会）より抜粋) 

第２９次地方制度調査会答申（抄） 

資料７ 



４．住民自治制度の拡充 
（２）代表民主制を補完する直接民主制的手法の充実 
 
③ 住民訴訟制度の見直し 
 
○ 地方自治法第２４２条の２第１項第４号の規定に基づくいわゆる４号訴訟は、住民が違法な財務会計上の行為等   
  を行った職員又はその相手方に対して、損害賠償又は不当利得返還の請求をすることを当該地方公共団体の執行機 
  関等に求める訴訟とされている。この訴訟に関し、近年、地方公共団体が、当該訴訟の対象になっている長等に対 
  する損害賠償請求権等を、議会の議決を経て放棄する事例が見られ、このような場合には、形式的には訴訟の対象 
  が失われたことになる。このような放棄の効力に関する下級裁判所の判断は、住民訴訟制度を根底から否定するも 
  のであり、放棄のために行われた議会の議決も議決権の濫用に当たるため無効であるとするものと、放棄のために 
  行われる議会の議決を行うか否かは住民の代表である議会の良識ある合理的判断に委ねられており有効であるとす 
  るものとが対立している状況にある。 
 
○ このような損害賠償請求権等の放棄については、住民に対し裁判所への出訴を認めた住民訴訟制度の趣旨を損な 
  うことになりかねず、これを制限すべきであるとの指摘がある。また、そもそも、現行制度下でも、損害賠償請求 
  権等の放棄には内在的な制約があるとの意見がある一方、財務会計行為の違法性の判断とは全く別に、議会が政治  
  的・政策的な観点から損害賠償請求権等を放棄することはあり得るのではないかとの指摘もある。 
 
○ また、現行の４号訴訟については、長等に対する損害賠償請求を求める請求は故意又は過失を要件としており、 
  その沿革である米国の納税者訴訟制度に比べて責任要件が重くなっているといった指摘や、長等が多額の損害賠償 
  責任を問われるもので過酷な制度であるとの指摘がある。一方で、実際の事例に照らしたときに故意又は過失を要 
  件としていることが過度に厳しいものと言えるかどうかについて検討する必要があるという指摘もある。 
 
○ このようなことから、住民訴訟の対象とされた長等に対する地方公共団体の損害賠償請求権等の放棄に関し、住 
  民訴訟係属中のみならず判決確定後の放棄制限の要否や、放棄する場合の具体的な要件について、判例の動向を見 
  極めながら引き続き検討していく。併せて、４号訴訟における長の責任要件や賠償額等の制限の是非についても引 
  き続き検討していく。 

地方行財政検討会議「地方自治法抜本改正についての考え方（平成２２年）」（抄） 

資料８ 



賠償命令の対象となる者 賠償命令が発令される場合 

（１）会計管理者 
（２）会計管理者の事務を補助する職員 
（３）資金前渡を受けた職員 
（４）占有動産を保管している職員 
（５）物品を使用している職員 

（１）故意又は重大な過失（現金について 
  は、故意又は過失）により、その保管 
  に係る現金、有価証券、物品（基金に 
  属する動産を含む。）若しくは占有動 
  産又はその使用に係る物品を亡失し、 
  又は損傷したとき 

（６）支出負担行為の権限を有する職員 
（７）支出命令・支出負担行為の確認の  
   権限を有する職員 
（８）支出・支払の権限を有する職員 
（９）契約の履行を確保するために行う 
   監督・検査の権限を有する職員 
（10）（６）～（９）の権限に属する事 
   務を直接補助する職員で普通地方 
   公共団体の規則で指定したもの 

（２）故意又は重大な過失により法令の規 
  定に違反して当該行為をしたこと又は 
  怠ったことにより普通地方公共団体に 
  損害を与えたとき 

 ２ 賠償命令の要件及び対象（法第２４３条の２第１項） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 

 １ 職員の賠償責任 
   職員に責任の所在を認識させ、事故発生を防止するとともに、生じた損害の補填を行政処分によ

り簡易迅速に行うことを目的として創設された制度。 

 ○ 職員の賠償責任（自治法（以下、「法」という。）第２４３条の２） 

地方公共団体の職員の賠償責任（１／３） 資料９ 



 ３ 手続 
 （１）普通地方公共団体の長は、賠償命令の対象となる職員が地方公共団体に損害を与えたと認める  
   ときは、監査委員に対し、その事実があるかどうかを監査し、賠償責任の有無及び賠償額を決定 
   することを求め、その決定に基づき、期限を定めて賠償を命じなければならない。（法第２４３ 
   条の２第３項） 
 
 （２）普通地方公共団体の長は、一定の要件のもと、議会の同意を得て、賠償責任の全部又は一部を 
   免除することができる。 
    この場合においては、あらかじめ、監査委員の意見を聴き、その意見を付けて議会に付議しな 
   ければならない。（法第２４３条の２第８項） 
 
 （３）賠償命令に不服がある者は、都道府県知事がした処分については総務大臣、市町村長がした処 
   分については都道府県知事に審査請求をすることができる。 
    この場合においては、異議申立てをすることもできる。（法第２４３条の２第１０項） 

 ４ その他 
   普通地方公共団体の損害が２人以上の職員の行為によって生じたものであるときは、当該職員は、  
  それぞれの職分に応じ、かつ、当該行為が当該損害の発生の原因となった程度に応じて賠償の責め  
  に任ずるものとする。（法第２４３条の２第２項） 
 
   賠償命令の規定によって賠償責任を負うべき職員については、賠償責任に関する民法の規定は適 
  用されない。（法第２４３条の２第１４項） 
   その他の職員については、民法の規定に基づく損害賠償責任を負う。 

地方公共団体の職員の賠償責任（２／３） 



５ 法第２４３条の２の規定の沿革 
 
 （１）昭和２５年地方自治法の一部改正 
    当初の自治法では賠償責任制度に関する規定がなく、職員の賠償責任について民法の不法行為

そのものであるという考え方に統一されていた。しかし、公金亡失の事例が増加し、昭和２５年
の自治法一部改正により、簡素な方式をもって責任追及ができる仕組みとして、出納職員等の賠
償責任の規定（旧第２４４条の２）が創設された。この責任の主観的要件は、「善良な管理者の
注意を怠ったとき」（軽過失を含む。）とされていた。 

 
 （２）昭和３８年地方自治法の一部改正（旧第２４４条の２の規定を整備して、第２４３条の２を新

設） 
  ○ 物品（有価証券・占有動産）の亡失又は損傷について、物品の保管又は使用は、常時継続して

されるものであり、軽過失にまで責任を追及するのは職員にとって酷であること、現金に比べ物
品は多種多様であり、その価値に比べ物量が大きく、使用又は処分の目的のための場所的及び時
間的移動は活発であり、保管施設も必ずしも整備されていないこと等の理由により、国の例にな
らい、重大な過失のみを要件とした（ただし、現金については軽過失とした。）。 

  ○ 対象職員について、予算執行職員が公金を取り扱う機会が多いため地方公共団体に損害を与え
る可能性が大きいので「予算執行職員等の責任に関する法律」にならい新しく支出負担行為、支
出命令、支出又は支払、監督又は検査の権限を有する職員又はこれを直接補助することを命じら
れた職員―いわゆる予算執行職員等を加えた（主観的要件は、国の場合と同様「故意又は重大な
過失」とされた。）。 

 
※ 宮元義雄「賠償責任の理論と実際」地方自治211号、昭和38年地方自治法の一部改正時の想定問答により作成 

地方公共団体の職員の賠償責任（３／３） 



 ※法制定の経緯  
 
  ○ 我が国の会計法は、明治以来、会計職員のうち現金又は物品の出納保管を担当する職員（いわ

ゆる執行系統の職員）については、弁償責任制度を設けていたが、支出負担行為担当官、支出官
等の命令系統の職員については、特にこの制度を設けていなかった。それは、これらの命令系統
の会計職員の職務が一般行政事務と密接な関係にあり、諸般の情勢に応じて機宜に処置しなけれ
ばならない性質のものであるため、これを厳格な弁償責任で縛ることは、かえって国政の渋滞を
来し、得策ではないとの実際的考慮からであった。 

 
  ○ しかし、終戦後、予算執行職員の違法又は不当な行為によって国庫に損害を与える事例が多く

なったこと及びそれに執行系統の出納職員についてだけ弁償責任を課するのは均衡を欠き、さら
に命令系統の職員である予算執行職員についても同様な責任を課することによってその職務遂行
の適正を図らなければならないという理論的反省も加わって予算執行職員についての弁償責任制
度が創設された。 

 
 ※ 予算執行職員の弁償責任の主観的要件が重過失に限られた理由 
 
  ○ 予算執行職員の場合、弁償責任の主観的要件は、「故意又は重大な過失」であるから、出納官

吏の場合のように軽過失についてまで責任を問われない。予算執行職員の職務は、一般行政事務
と密着していて出納官吏のそれよりもはるかに複雑であるため、直ちに「軽過失」までも責任を
追及することは妥当でないと考えられ「重過失」に限られた。 

 
                          「会計法精解」財務省主計局法規課長編により作成  

国の予算執行職員等の弁償責任について 

資料１０ 



地方公共団体 国 民 法 

賠償命令 
の対象と 
なる職員 

（１）会計管理者 
（２）会計管理者の事務を補助する職員 
（３）資金前渡を受けた職員 
（４）占有動産を保管している職員 
（５）物品を使用している職員 
（６）支出負担行為の権限を有する職員 
（７）支出命令・支出負担行為の確認の権 
 限を有する職員 
（８）支出・支払の権限を有する職員 
（９）契約の履行を確保するために行う監 
 督・検査の権限を有する職員 
（１０）（６）～（９）の権限に属する事務を直 
 接補助する職員で普通地方公共団体の 
 規則で指定したもの    （法§２４３の２①） 

（１）現金出納関係 
 ①出納官吏（代理官、分任官を含む） 

   （会計法§４１①・４４） 
 ②出納員     （会計法§４４・４５） 
 ③都道府県の知事又は知事の指定 
     する職員    （会計法§４８①・②） 
（２）物品管理関係 
 ①物品管理職員   （物管法§３１①） 
 ②物品使用職員   （物管法§３１②） 
（３）予算執行関係 
 予算執行職員     （予責法§２・３②） 
                        等 

（１）地方公共団体 
 ①長  （最判昭６１．２．２７） 
 ②会計職員等（左記）以外の職
員 
 
（２）国 
  会計職員等（左記）以外の職
員 

  ※ただし、国の公務員につい
て、国との関係で民法上の賠償
責任を負わないとする見解もあ
る。 

 

主観的 
要 件 

故意又は重大な過失 
ただし、（１）～（５）の場合、現金について
は、故意又は過失 

（法§２４３の２①） 

（１）善管注意義務の懈怠（軽過失を含
む。）            （会計法§４１①） 

（２）及び（３） 故意又は重大な過失 
（物管法§３１①、予責法§３） 

故意又は過失 （民法§７０９） 

手  続 

①監査委員による監査（賠償責任の有無 
 及び賠償額の決定） 
 
②長の賠償命令 

（法§２４３の２③） 

①会計検査院による審理（弁償責任の 
 有無及び弁償額の検定） 

（会検法§３２①・②､予責法§４①） 
②本属長等の弁償命令（検定前も可）（会
計法§４３､予責法§４②・③､物管法§３３①） 

― 

時  効 ５年                  （法§２３６） 

５年               （会計法§３０） 
ただし、事実の発生した日から３年を経過
したときは検定をすることはできない 

（予責法§４①） 

損害及び加害者を知った時から
３年又は不法行為の時から２０年 

（民法§７２４） 

免  除 議会の議決（監査委員の意見を聴き、そ
の意見を付けて付議）     （法§２４３の２⑧） 

国会の議決     
   （会検法§３２④、予責法§７） 

債権者が債務者に対して債務を
免除する意思を表示したとき（民
法§５１９） 

国と地方公共団体の予算執行職員等の賠償責任の比較 資料１１ 
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